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■ 第１ 令和７年度官庁営繕関係予算の基本方針
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〇 南海トラフ巨大地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等に備えた官庁施設の防災・減災対策を
推進するため、防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等を図ります。

○ 既存官庁施設の老朽化が進んでいる中、より長く安全に利用しトータルコストの縮減等を実現するため、計画的な

改修により、危険箇所の解消を図りながら、官庁施設の長寿命化を推進します。

○ 事業実施に当たっては、環境負荷低減に資する技術を積極的に取り入れ、脱炭素化を推進します。

１．基本方針

令和７年度官庁営繕関係予算の基本方針

○ 地域と連携した防災拠点等となる官庁施設の整備の推進

○ 官庁施設の耐震性能の確保の推進

○ 災害応急対策活動に必要な官庁施設の電力確保等の推進

【防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等】 １２，８２１百万円

○ 危険箇所の解消等の老朽化対策による長寿命化の推進

【官庁施設の老朽化対策等】 ４，８２１百万円

２．施策別内訳

【合計】 １７，６４１百万円（１．０１倍）

※令和6年度補正予算 ５，１９４百万円（合計２２，８３６百万円（１．３１倍））
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■ 第２ 令和７年度主要事項
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１．防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等
（１）地域と連携した防災拠点等となる官庁施設の整備の推進

防災拠点等となる官庁施設の整備を推進し、災害に強い地域づくりを支援するとともに、
新たなまちづくり空間やにぎわいの創出等により、地域の活性化に積極的に貢献します。

非常用空調設備

上水タンク

整備局災害対策室

政府現地対策本部

ヘリポート
非常用空調設備雑用水タンク
上水タンク

雑用水タンク

相互補完可能な
非常用自家発電設備

■広域防災活動の支援
・十分な耐震性能
・非常用発電機、燃料タンク
・上水・雑用水の備蓄、非常用排水槽
・災害対策室、ヘリポート

（高松サンポート合同庁舎） （石巻港湾合同庁舎）

屋上ヘリポート 災害対策室

市の防災備蓄倉庫と一体整備

屋上津波避難スペース併設

大規模災害時の地域の防災拠点として災害に強い地域づくり等に貢献

イベント時のにぎわい

これまでの整備事例
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神戸第２地方合同庁舎(第五管区海上保安本部他)
・震度 ７ (H7.1.17阪神・淡路大震災)
・被災前の耐震性能評価値： 1.01

防災機能の強化と災害に強い地域づくりを支援するため、所要の耐震基準を満たしていな
い防災拠点施設について、耐震性能の確保に向けた耐震改修を実施します。

柱が破断するなど構造体が損傷し、
機能の復旧に時間を要した

（災害応急対策活動拠点施設の被害例）

官庁施設の耐震化の実施

所要の耐震基準を満たしていない官庁施設について、耐震性能を確保

・災害応急対策活動の拠点施設としての機能を確保 （耐震性能評価値 Ⅰ類：１．５、Ⅱ類：１．２５）

耐震性能評価値耐震安全性の目標対象施設

１．５

（Ⅰ類）

大規模地震後、

構造体の補修をすることなく、

建築物を使用できることを目標

本省庁の防災拠点施設
地方ブロックの防災拠点施設
〔地方整備局など〕

１．２５

（Ⅱ類）

大規模地震後、

構造体の大きな補修をすることなく、

建築物を使用できることを目標

県単位の防災拠点施設
〔地方気象台、海上保安部など〕

１．０
（Ⅲ類）

建築基準法相当

大規模地震により

構造体の部分的な損傷は生じるが、

人命の安全を確保できることを目標

一般官庁施設
〔税務署、公共職業安定所など〕

【参考】官庁施設における耐震安全性の目標

令和７年度までに全ての官

庁施設について所要の耐震

性能を確保するべく努める。

第５次社会資本整備重点計画
（R3.5.28閣議決定）

官庁施設の耐震基準を満足する割合

目標：令和７年度末 100%

例） 免震化例） 耐震壁増し打ち

（耐震改修の例）

１．防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等
（２）官庁施設の耐震性能の確保の推進-災害応急対策活動に必要な官庁施設の耐震対策-
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１．防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等
（２）官庁施設の耐震性能の確保の推進-既存不適格施設の耐震対策-

人命の安全の確保と避難場所の確保等を図るため、官庁施設の耐震対策及び大規模空間を
有する官庁施設の天井耐震対策を実施します。

・高さ６ｍ超、かつ面積200㎡超
・居室、廊下その他の人が日常立ち入る場所
・天井面構成部材等が１㎡当たり２ｋｇ超

東日本大震災、熊本地震において、
大規模空間の天井脱落が多数発生

・甚大な人的・物的被害が発生
・地震後の機能継続が困難となった
事例が発生

建築基準法施行令及び関連省令の一部改正
（公布：平成２５年７月１２日 施行：平成２６年４月１日）

東日本大震災の被害例

対象（対策が必要となる天井）

天井耐震対策

脱落によって重大な危害のおそれがあり、既存不適格である
大規模天井について、耐震対策として天井構成部材の補強を
実施し、防災拠点の機能維持、避難場所の確保等を図る

○東日本大震災における被害を踏まえた改正

耐震対策

所要の耐震基準を満たしていない官庁施設について、耐震性能を確保

・建築基準法に基づく耐震性能を満たし人命の安全を確保

（耐震性能評価値 Ⅲ類：１．０）

耐震性能評価値耐震安全性の目標対象施設

１．０
（Ⅲ類）

建築基準法相当

大規模地震により
構造体の部分的な損傷は生じるが、
人命の安全を確保できることを目標

一般官庁施設
〔税務署、公共職業安定所など〕

○官庁施設における耐震安全性の目標

例）免震化例）耐震壁増し打ち

（耐震改修の例）

天井耐震対策のイメージ

第５次社会資本整備重点計画
（R3.5.28閣議決定）

大規模空間を有する官庁施設の
天井耐震対策の実施率

目標：令和７年度末 85%
（令和５年度末 79.9%）

単位面積質量
20㎏／㎡以下

吊り長さ
３ｍ以下

斜め部材の設置
（X ,Y方向とも） 壁等との間に

クリアランス
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的確な業務継続を実施

広域支援の立案・実行 情報収集・指令Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ
活動拠点室等

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

Ｃ

災害対策室

商用電力の供給

非常用電力の供給

官庁施設の電力の確保等（イメージ図）

東日本台風における被害状況の例
○政府業務継続計画（首都直下地震対策）

○首都直下地震緊急対策推進基本計画（変更）

○防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

○防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

平成３０年１２月閣議決定

平成２７年３月閣議決定

平成２６年３月閣議決定

令和２年１２月閣議決定

第５次社会資本整備重点計画 (R3.5.28閣議決定）

災害応急対策の活動拠点となる官庁施設における電力確保等の
ための対策の実施率

目標：令和７年度末 75%
（令和５年度末 68.5%）

（左）須賀川地方広域消防
本部庁舎

（須賀川地方広域消防組合撮影）

（右）丸森町役場
（共同通信社撮影）

燃料槽の増設受変電設備の改修

自家発電設備の改修
防潮板の設置

これまで中央省庁やブロック機関等が入居する施設を対象として、災害応急対策の
活動拠点となる官庁施設において対策を実施。
令和元年東日本台風等の被害を受けて、その他の災害応急対策の活動拠点となる
気象台等が入居する合同庁舎についても電力確保等の対策を実施。

１．防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等
（３）災害応急対策活動に必要な官庁施設の電力確保等の推進-電力確保-

大規模災害が生じた際における災害応急対策活動への支障のおそれを解消するための自家
発電設備改修、受変電設備改修など電力確保等の対策を実施します。

大規模災害時における官庁施設の電力確保の必要性

災害応急対策活動への支障のおそれの解消
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比較的発生頻度の高い津波
（レベル１の津波）の高さ

最大クラスの津波
（レベル２の津波）の高さ

平均海面

電力の確保に加えて、構造体の性能確保や他の設備機能の確保など、防災拠点としての機
能維持と行政機能の早期回復を図るため、津波対策を総合的かつ効果的に実施します。

官庁施設における津波対策（イメージ図）

○ 災害応急対策活動に必要な機能の確保

(1)電力・通信の機能確保：自家発電設備等の上階設置

(2)水の確保 ：貯水槽の容量確保

(3)拠点の確保 ：活動拠点室等の上階設置

○ 津波避難施設の機能確保

(1)避難経路の確保 ：屋外階段等の整備

(2)避難場所の機能確保 ：屋上の避難スペース・備蓄倉庫の整備

○ 波圧等の外力に対する構造体の性能確保
※ レベル１の津波に対しては、海岸堤防等の整備による対策を基本とする。

最大クラスの津波（レベル２）に対して、以下の対策を実施 ※

津波対策を実施した庁舎の例（石巻港湾合同庁舎）

（参考）入居官署

・石巻海上保安署（管理官署）

・石巻海事事務所

・仙台検疫所石巻出張所

・仙台塩釜税関支署

石巻出張所

・横浜植物防疫所

塩釜支所石巻出張所

１．防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等
（３）災害応急対策活動に必要な官庁施設の電力確保等の推進-津波対策-

津波高さの設定 最大クラスの津波（レベル２）対策の実施
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２．官庁施設の老朽化対策等
危険箇所の解消等の老朽化対策による長寿命化の推進①

官庁施設の老朽化が急速に進んでおり、経年劣化により大規模な改修が必要となる危険箇所の
増加が見込まれるため、計画的に改修を実施します。

10年未満
5.6%

10年以上

20年未満
17.9%

20年以上

30年未満
22.6%

30年以上

40年未満
18.2%

40年以上

50年未満
15.6%

50年以上
20.1%

現在、築後30年を経過した官庁施設が５割強

発火に伴う煤塵

国家機関の建築物
総施設数：約13,000施設
総延べ床面積：約 4,900万㎡

ばいじん

外壁クラックから漏水が発生し、
外壁・内部改修が必要

排水管の腐食により漏水が発生し、
配管改修が必要

配線・ブレーカーの老朽化による
発火があり、分電盤の更新が必要

外壁落下による事故発生の
おそれがあり、外壁改修が必要

既存官庁施設ストックの状況 危険箇所の例

国家機関の建築物等の経年別面積割合
（令和６年３月）
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２．官庁施設の老朽化対策等
危険箇所の解消等の老朽化対策による長寿命化の推進②

「BIMMS-N」活用の促進

施設管理者が自ら施設情報を記録・
蓄積することにより、施設情報が見
える化され、計画作成や維持管理
へのフィードバックが容易になる。

官庁営繕部では、保全実態調査（毎年度実
施）において各施設管理者がBIMMS-Nに

入力した結果を活用し、施設の長寿命化に
資するよう、保全指導等を実施

来訪者の安全確保や行政サービスの円滑な提供等を継続的に図っていくため、計画的かつ効率的
な老朽化対策を実施し、既存官庁施設をより長く安全に利用することで、トータルコストの縮減等を
図ります。

長 寿 命 化 の 必 要 性

計 画 的 な 改 修 の 実 施

平成25年11月 策定

○ インフラ長寿命化基本計画
（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議）

背 景

令和5年7月 閣議決定

○ 国土強靭化基本計画

○官庁施設は、同時期に多くの施設が整備
されており、築後30年以上経過したものが
５割強を占め、費用が増大

○大規模修繕や大型設備機器の更新が
見込まれ、維持管理・更新費用が必要

未措置の場合の
問題点等

部位の例
主な

改修内容

・雨水浸入や漏水に
よる躯体劣化 等

外壁、
防水、
建具

躯体の
保護

・防災機能の停止

・火災発生時の被害
拡大リスク 等

防火設備、
中央監視
設備

防災
設備

・ライフライン機能の
停止

・給排水設備からの
漏水による躯体
劣化等

給排水
設備、
電力設備

ライフ
ライン
設備

建物の構造体は、ひび割れ
への雨水浸入により、劣化が
著しく加速

防水層、外壁、建具等の劣化
防止により、ひび割れへの
雨水浸入を防止

（効果等）

経過年数

限界劣
化
度
合

未対策
の寿命

対策後
の寿命

長寿命化の効果イメージ

長寿命化
改修の実施

長寿命化
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■ 第３ 官庁施設の整備等の関連施策
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官庁営繕事業においては、ＶＦＭ（バリュー・フォー・マネー）が見込まれる比較的大規模な整備案件について、
個別毎にPFI方式の導入可能性の検討を行い、同方式による実施が適切であると認められるものについて、
事業を実施します。

○中央合同庁舎第7号館整備等事業
（Ｈ１９．９完成)

入居官署 ： 文部科学省、会計検査院、金融庁
事業内容 ： 施設整備、維持管理・運営及び民間収益事業
事業方式 ： ＢＴＯ方式
事業期間 ： Ｈ１５年度～Ｒ３年度
事業の特徴 ： 隣接民間施設を含めた街区全体の再開発

【完成写真 虎ノ門方面より望む】

（その他の主なＰＦＩ事業の例）
・名古屋第４地方合同庁舎 ： 事業期間Ｒ３年度～Ｒ１７年度 （Ｒ８．３完成予定）
・よこはま新港合同庁舎 ： 事業期間Ｈ３０年度～Ｒ１４年度 （Ｒ５．３完成）
・大手前合同庁舎 ： 事業期間Ｈ２９年度～Ｒ１３年度 （Ｒ４．９完成）
・中央合同庁舎第８号館 ： 事業期間Ｈ２１年度～Ｒ５年度 （Ｈ２６．３完成）
・九段第３合同庁舎 ： 事業期間Ｈ１５年度～Ｒ２年度 （Ｈ１９．２完成）

○気象庁虎ノ門庁舎（仮称）・港区立教育センター整備等事業
（Ｒ２．２完成）

入居官署 ： 気象庁、港区立教育センター
事業内容 ： 施設整備、維持管理・運営

事業方式 ： BTO方式

事業期間 ： Ｈ２１年度～Ｒ１１年度

事業の特徴 ： 港区立教育センターとの合築

【完成写真】

１．PFI手法の活用による官庁施設の整備
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２．脱炭素社会の実現に向けた官庁施設の整備の推進
（１）官庁施設における木材利用の推進

○ 建築物における木材の利用の促進に関する基本方針

○ 脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律

【令和３年10月1日、木材利用促進本部決定】

【平成22年法律第36号、令和３年10月１日改正法施行】

・国民の目に触れる機会が多い部分（エントランスホール、情報公開窓口等）の内装等の木質化を促進

・コスト・技術面で困難な場合を除き、原則木造化（災害応急対策活動に必要な施設等を除く）

（旧基本方針：耐火建築物とすること等が求められない低層の建築物について、原則木造化）

・令和３年改正：題名変更（旧法律名「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の一部を改正する法律」）
公共建築物から建築物一般へ対象が拡大

・木材利用促進本部（本部長：農林水産大臣、本部員：国土交通大臣他4大臣）による基本方針の策定・実施状況の公表等

各省各庁や地方公共団体等と連携の上、引き続き木材利用の促進を図る

○ 新営予算単価

○ 木造計画・設計基準
【令和６年改定】

○ 公共建築木造工事標準仕様書
【令和７年改定予定】

技術基準類の整備

人材の育成

○ 木材利用推進研修（国土交通大学校）

木造化・木質化を図った官庁施設の整備公共発注機関における木材利用のための環境整備

○ 木造化

○ 内装等の木質化

○ 木造耐火建築物の整備指針

○ 木材利用の取組に関する事例集

○ 木造事務庁舎の合理的な設計における
留意事項

○ 木材を利用した官庁施設の適正な保全
に資する整備のための留意事項

○ 木造官庁施設における施工管理・工事
監理に関する留意事項集

農林水産研修所つくば館水戸ほ場
研修本館

国立アイヌ民族博物館
1階内観

中部森林管理局森林技術・支援センター
ホール

大手前合同庁舎
メインエントランス

官庁施設の木造化・木質化に用いる技術基準類の整備を進め、広く情報提供等を行う（各省各庁・地方公共団体

と積極的に連携）とともに直轄の官庁営繕事業において木材を利用した官庁施設の整備を積極的に推進します。
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環境負荷低減に配慮した官庁施設の整備の推進

官庁施設のライフサイクルを通じた環境負荷低減の推進と、政府実行計画※（R3.10.22閣議決定）に基づき各府省庁が行う
温室効果ガス排出削減への技術的支援を行う。

< 情報提供 >
・ 施設のエネルギー使用状況
・ ＬＥＤ照明導入時の注意点
・ 省エネルギーの手法 等

< 個別の要請等に応じた支援 >
・施設の省エネルギー対策
に関する相談 等

政府実行計画の実現に向けた各府省庁の支援

○政府実行計画に基づく各府省庁の取組について、技術的支援を

行うための支援チームが設けられている。

〇支援チームの一員として、省エネ

ルギー及び温室効果ガス排出削減に

関する情報提供、施設整備における

省エネルギー対策、施設の運用改善

に関する技術的支援を行っている。

エネルギー・資源の有効利用
・LED照明 ・昼光利用 ・初期照度補正 ・人感センサ ・高効率熱源 ・変風量制御
・変流量制御 ・BEMS等によるエネルギー消費の見える化・最適化

自然エネルギーの利用
・太陽光発電
・自然換気、自然光利用

負荷の低減

・断熱性、気密性の向上 ・庇等による日射の遮断
・高性能ガラス ・複層ガラス

長寿命
・大部屋方式、乾式間仕切り
等の採用で内部機能の変化
に対応

自然共生社会の形成
・構内緑化等
・雨水利用

エコマテリアル
・VOC対策の徹底
・木材利用
・リサイクル材料の利用

適正使用・適正処理
・建設副産物の発生抑制
・建設発生土の適正処理

政府実行計画の建築物関連部分における技術的支援

・新築事業については原則 ZEB Oriented 相当以上

・先進事例のﾉｳﾊｳをまとめた｢公共建築物(庁舎)におけるZEB事例集｣を作成･公表（R4.3）。

地方公共団体と連携し、全国の地方公共団体庁舎等に対象（約1５0事例）を広げた
「公共建築物におけるZEB事例研究」※2を作成・公表。（R6.6）

・官庁施設整備に適用する基準類を見直し、官庁施設が確保すべきｴﾈﾙｷﾞｰ消費性能を
規定する「官庁施設の環境保全性基準」※3を改定（R4.3）

■ 主な取組

「2030年度までに新築建築物の平均で ZEB Ready 
相当となること」※1を目指し、以下の取組を実施。

2050年カーボンニュートラルに向けた取組

■ 先行事例

雨水利用の推進

【エネルギー使用状況の分析例】

省エネ
できる
可能性

あり

【地球温暖化対策に関する情報提供】

建築物を新たに建設するに当たり、その最下階床下等に雨水の一時的な貯留に活用できる
空間を有する場合には、原則として、自らの雨水の利用のための施設を設置する。

○

■雨水利用の施設の設置に関する目標

関係府省における目標の達成状況のフォローアップを毎年度実施

※雨水の利用の推進に関する法律（平成26年5月1日施行）

雨水法※に基づき定められた「国等による自らの雨水の利用の
ための施設の設置に関する目標(H27.3閣議決定）」により、
官庁施設における雨水の利用を一層推進

○

※ 政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置について定める計画

○ ZEB化を推進

（支援チーム）
・内閣官房 ・環境省地球環境局
・経済産業省産業技術環境局
・資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部
・国土交通省大臣官房官庁営繕部

※1 政府実行計画（R3.10 閣議決定） ※2全国営繕主管課長会議において作成 ※3 各府省庁が共通して使用する「統一基準」

・「名古屋第４地方合同庁舎」において、設計段階で
ZEB Ready を達成しており、現在施工中。

（名古屋市中区、R8.3 完成予定 ）

【名古屋第４地方合同庁舎 】
（完成予想図）

２．脱炭素社会の実現に向けた官庁施設の整備の推進
（２）官庁施設におけるZEB等の推進
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（世田谷地方合同庁舎）国・都・区の３者による集約・複合化

地域における行政・福祉等のサービスの集約化
シビックコア地区による

都市拠点の形成

地域防災への貢献

地域の特色や創意工夫を生かしつつ

都市拠点や良好な市街地環境の形成
の実現に寄与

国の庁舎整備を通じて、観光振興による
活力ある地域の形成の実現に寄与

地域防災と連携した国の庁舎整備を通じて国民の安全・安心の確保に寄与

（鹿児島第３地方合同庁舎）
鶴丸城御楼門の復元事業との連携
による外部空間の確保や景観形成

（高松サンポート合同庁舎）
官公庁施設と民間建築物等の

一体的整備

（熊本地方合同庁舎）

熊本地震の際に、緊急避難
施設として市民を受け入れ

ＪＲ高松駅

地区全体の航空写真

シンボルタワー

港湾旅客ターミナル

ＪＲホテルクレメント

高松サンポート合同庁舎
（北館・南館）

国の庁舎整備を通じて、コンパクト・プラス・ネットワークの実現に寄与
・公共施設等の集約･複合化、空き床相互融通
・地域の利便施設（保健施設、図書館、保育所等）との併設

（富士川地方合同庁舎）町立図書館・防災備蓄倉庫との集約・複合化

地域の景観を活用した
観光地域づくり

地域のニーズを把握しつつ、地域と連携した国公有財産の最適利用を推進し、
コンパクト・プラス・ネットワーク、跡地利用も含めて地方創生に寄与します。

３．地域と連携した国公有財産の最適利用の推進

（鹿児島港湾合同庁舎）
津波避難ビルの機能を確保
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４．発注者の役割を果たすための取組の推進

○設計者

○施工者

○工事監理者

発注者

事業部局 発注部局

① 企画・予算措置

③ 発注条件の取りまとめ

④ 発注・実施

責任者

引き渡し

○発注者支援機関

○国民、政策

○利用者、近隣住民

○現場状況

・公益法人
・建築士事務所
・CM業務等を行うコンサル等

・ 多種多様な諸条件を
正確に把握するための
事前調査の実施等② 諸条件の把握

・ 諸条件を取捨選択し、
過不足なく、
発注条件に反映

・ 相反・相互矛盾のない
客観的で明確な
発注条件の作成

・ 発注者支援の活用

連
携

・ 技術的な対話の推進

・ 最も適切な者の選定
・ 適正な予定価格の設定
・ 契約変更の適切な実施

・ 公共建築工事の
大枠の条件※の決定

※建築物の機能、規模、敷地、工程、
費用等

Ｂ公共建築工事
の発注・実施

Ａ事業部局との連携

技術的な助言
・ 国民から見て過不足ない
適切な品質の確保

・ 様々な政策課題の
建築工事への適用・反映
（木材利用等）

※以上のほか、発注者は、会計法（地方自治法）、品確法等の関係法令や設計・工事の契約書に定められた責務等を適切に果たすことが必要。

・ 公共建築工事の
「品質・工期・コスト」が
適切なものとなるよう
助言等

⑤ 建物の運用・管理

公共建築工事の発注者の役割を果たすため、調査・企画から設計、工事に至る各過程において各種取組を実施

公共建築工事の発注の主体（国、地方公共団体） 様々な関係者
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公
共
建
築
の
工
事
・
設
計
業
務
の
受
発
注
者
へ
の
普
及
促
進

適正な工期設定・施工時期等の平準化

必要経費へのしわ寄せ防止の徹底

生産性向上

官庁営繕事業における働き方改革の取組をパッケージ化して推進

予定価格の適正
な設定等

ICTの積極的な
活用等

週休２日の推進
○ 「公共建築工事標準仕様書」において原則週休２日を規定
○ 「月単位の週休２日」の確保に向けた週休２日促進工事
○ 工事・業務における現場環境改善（ウィークリースタンスの取組）

書類の効率化
○ 工事関係書類の削減、省略・集約可能な書類の明確化、工事関係書類データ入力支援ツールの提供
○ 押印・署名廃止、原則電子による提出に一本化
○ 国の統一基準として工事関係書類の標準書式を制定

関係者間調整
の円滑化

○ 設計業務の発注における設計条件の明示
○ 適切な設計図書の作成に向けた取組み （設計業務プロセス管理、施工条件の確認等）
○ 設計業務受注者から工事受注者等への遅滞ない設計意図伝達 （期限遵守を契約図書に明記）
○ 関連する工事間での納まり等の調整を効率化 （「総合図作成ガイドライン（士会連合会）」、ＢＩＭの活用）
○ 関係者間の情報共有や検討を迅速化 （会議の早期開催、 情報共有システムの活用等）

施工時期等の
平準化

○ 適正な工期・履行期間の確保とともに、完成・完了時期を分散
・債務負担行為の積極的活用 ・余裕期間制度の積極的活用

○ 「営繕積算方式」による予定価格の適正な設定

・実勢価格や現場実態の的確な反映 ・工事規模・工期を踏まえた共通費等の算定

○ 施工条件の変更に伴う適切な設計変更

○ 物価変動等に伴うスライド条項の適切な運用

適正な工期設定
等

○ 適正な工期・履行期間の確保 （必要な工期・履行期間の延期を含む）
・「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」 ・「建築工事適正工期算定プログラム（日建連）」の活用
・「働き方改革に配慮した公共建築設計業務委託のためのガイドライン」

○ 各工程の施工期間の確保 （概成工期の発注時設定、実施工程表等による発注者（監督職員）の確認 ）
○ 猛暑による作業不能日数を考慮した工期設定

○ 生産性向上技術の活用
・官庁営繕事業における一貫したBIM活用

（EIR（発注者情報要件）の適用（新営設計・工事）、BIMデータを活用した積算業務の試行）
・情報共有システムの活用、建設現場の遠隔臨場、デジタル工事写真の小黒板情報電子化、ICT建築土工 等

○ 工事の発注時・完成時における評価による生産性向上技術の導入促進

５．営繕事業における働き方改革の主な取組

17



■ 第４ 令和７年度官庁営繕関係予算総括表
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令和７年度官庁営繕関係予算総括表

（注）１．上記のほか、行政経費として221百万円（前年度 218百万円）があり、その他、デジタル庁一括計上分として30百万円がある。
２．特定国有財産整備特別会計については、特別会計改革に伴い一般会計に統合されており、平成21年度以前の特定国有財産整備計画に基づき実施される

既往の事業（未完了事業）は、当該事業が完成するまでの間、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定において経理を行うこととされている。
３．庁舎整備とは施設の更新等であり、施設特別整備とは施設の改修等である。
４．計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

（単位：百万円）

(A) (A/B) (B) (C)

17,641 1.01 17,421 5,194 

庁 舎 整 備 8,048 1.38 5,851 1,289 

施 設 特 別 整 備 7,550 0.79 9,567 3,370 

設 計 監 理 費 等 2,043 1.02 2,004 535 

3,703 0.48 7,694 0 

官庁営繕費

財政投融資特別会計
特定国有財産整備勘定

特定国有財産整備費

（参考）
令和６年度
補正予算額

一般会計 

区 分

令和７年度
予　算　額

前　年　度
予　算　額

対前年度
倍　　率

（ ）

（ ）
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■ 参考資料
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官公庁施設の建設等における国土交通省の役割

●営繕計画書に関する意見書の送付（法9条）
○各省各庁の営繕計画に対し、技術的見地から意見

●勧告（法8条、13条）
○危険庁舎に対する位置・規模・構造又は保全の観点からの勧告の実施

●保全の実地指導（法13条）
○各省各庁の施設管理者に対する保全指導の実施

各
省
各
庁

国

土

交

通

省

（官
庁
営
繕
部
）

●合同庁舎をはじめ､各省各庁の庁舎､研究施設､教育文化施設､
社会福祉施設等､様々な官庁施設を整備

●位置・規模・構造の基準の設定（法13条）
○官庁施設が備えるべき状態を示す基準（H6告示）

●保全の基準の設定（法13条）
○計画的かつ効率的に保全を行うための基準（H17告示）

○国土交通省官庁営繕部は、官公庁施設の建設等に関する法律（S26官公法）に基づき、
官庁施設の整備・保全に関する業務を実施

○具体的には、官庁施設の災害を防除し､公衆の利便と公務の能率増進を図るため､
①（特殊な施設等を除く官庁施設対象）施設整備、 ②各省各庁への指導・監督と（全官庁施設対象）基準の設定

○国土交通省（官庁営繕部）実施
・総理大臣官邸
・中央合同庁舎
・地方合同庁舎
・一般庁舎

○国土交通省（官庁営繕部）実施
・総理大臣官邸
・中央合同庁舎
・地方合同庁舎
・一般庁舎

・社会福祉施設
・迎賓館
・博覧会政府館 等

・試験研究機関
・研修施設
・図書館
・国際会議場

■②-2基準の設定

■②-1指導･監督

○各省各庁実施
・国会議事堂
・特別会計
・刑務所

○各省各庁実施
・国会議事堂
・特別会計
・刑務所

・防衛施設
・小規模営繕 等

●特殊な施設、小規模営繕等は
各省各庁が実施

■①施設整備
（法10条） ■施設整備

・立法
・司法
・行政
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円滑な施工確保に向けた支援や改正品確法等を受けた取組みに関する支援など、公共建築に関する技術的な
相談について幅広く対応しています。
（公共建築相談窓口ＨＰ： https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000016.html ）

公共建築相談窓口

【相談者等】

○令和５年度（令和5年4月～令和6年3月）は、
延べ２，７９９件の相談を受付

相談者別内訳

（令和5年4月～令和6年3月）

※民間等･･･民間発注者、設計事務所、建設業者等

【相談分野等】

○主な相談分野

・企画・予算措置

・事業実施（設計、積算、入札手続き、工事監理）

・保全

・官庁営繕に関する技術基準の運用 等

○情報提供可能な直轄営繕工事の取組

・適正な予定価格の設定方法

・適切な工期設定の考え方

・適切な設計変更

・施工時期の平準化 等
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霞が関団地一団地の官公庁施設の概要

国会議事堂

最高裁判所

永田町合同庁舎

衆議院・参議院
議員会館

総理大臣官邸

総理大臣公邸

内閣府庁舎

特許庁庁舎

７号館

財務省庁舎

４号館

経済産業省
総合庁舎

警察総合庁舎

警視庁庁舎

３号館

６号館
赤れんが棟

６号館
東京高等地方
簡易裁判所
合同庁舎

国立国会図書館
東京本館

衆議院・参議院
議長公邸

８号館

５号館

１号館

外務省庁舎

２号館

国会前庭

憲政記念館
代替施設

東京都市計画一団地（霞が関団地）の
官公庁施設の範囲 23



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


